若者の地域間移動の傾向と要因 : 都道府県データでみる大学進学・初職就職時の地域間移動 by 後河 正浩







































































                                                   
1 「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進
に関する法律」 




















































ら 19 歳では「入学・進学」が 37.4％と最も多く、20 歳から 24 歳では「入学・進学」が












図－1  年齢階層別、過去 5年間における現住地への移動理由 
 
出典：国立社会保障・人口問題研究所（2016）「第 8回人口移動調査 結果の概要」  
 
(1) 大学進学 
文部科学省（2017）は、18 歳人口は、1992年の 205万人をピークに 2016年には 119万
人と減少を続け、2040 年には 80 万人程度まで減少すると推計している。その一方で、大
学等7への進学率は上昇を続けており、2016年の高等教育機関8への進学率は、大学 52.0％、





























                                                   
9 全体的な傾向把握のため、極値を避けて平均比較を行った。 
              京都産業大学経済学レビュー No.6 （平成 31 年 3 月） 
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10 地元の高等学校卒業者数（全日制・定時制＋中等教育学校後期課程）÷ 地元の大学・短
大の進学者数で算出したもの。 























                                                   
11 岐阜県、愛知県、三重県の三県。 
12 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県の二府二県。 






















386万企業の 99.7％、従業者数は 3,217万人と全従業者数 4,614万人の 69.7％を占めるが、
地方圏（三大都市圏：埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、京都、大阪、兵庫を除く
38 道県）に立地する企業に限ると、企業数で 99.9％、従業者数で 85.2％というきわめて
高いウェイトになっている。 
全国平均の中小企業従業者数割合である 69.7％を下回るのは、東京都（41.4％）と大阪





































































































































































第ｊ地域への移動は、Ｉi,j (θ)＝1を移動とし、Ｉi,j (θ)＝0を移動しないとして 
 
       1 𝑖𝑓 𝑝𝑖(𝜃, 𝑧𝑖)𝑢(𝑤𝑖(𝜃, 𝑧𝑖), 𝜕𝑖) + (1 − 𝑝𝑖(𝜃, 𝑧𝑖))𝑢(0, 𝜕𝑖) + 𝑇𝑖, 𝑗 
                    < 𝑝𝑗(𝜃, 𝑧𝑗)𝑢(𝑤𝑗(𝜃, 𝑧𝑗), 𝜕𝑗) + (1 − 𝑝𝑗(𝜃, 𝑧𝑗))𝑢(0, 𝜕𝑗) 
                0  otherwise                                           （式－2） 
    
で表される（u は効用関数）。ここで pi (θ, zi )は現在地での被雇用確率で、これはこの労
働者の属性と第 i 地域の状態 zi に依存している。同様に wi (θ, zi )は所得で、労働者の属
性とその地域の状態に依存している。効用関数 u の中の ∂i はその地域のアメニティを
 
I i,j(θ)＝ 
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 i 地域に住む θ で特徴付けられる個人について、出身高校所在地県の大学への進学と
いう選択肢を yij(θ) ＝1、他県 j の大学への進学という選択肢を yij(θ) ＝0とし、地元
に残留することがもっとも高い効用を生み出すと解釈すれば、 
 
       1  if U ( x1i(θ) , x2i , 0 ) > max { U ( x1j(θ) , x2j , Tij ) } 
 
                0  otherwise                                           （式－3） 
    
 ただし、ここでは x1iを特徴 θ を持つ個人の i 地域における特質（例えば、賃金や教
育費）のベクトル、x2iを i 地域の特質（例えば、失業率や人口に対するコンビニ数）のベ
クトルとし、右辺の最終項 Tijは i 地域から j 地域への移動費（残留の場合は 0、つまり、













































































































1 大学進学時の地元残留 男・女 47 2016 24 
2 同上 （性別・男） 男 47 2016 24 
3 同上 （性別・女） 女 47 2016 24 
4 同上 （地方 38道県） 男・女 38 2016 24 
5 同上 （経年変化 2000） 男・女 47 2000 19 
6 同上 （経年変化 2016） 男・女 47 2016 19 
7 初職就職時の地元希望 地元・地元外 47 2016 21 
出典：筆者作成 
                                                   
13 相関係数表は巻末付録とした。 









     
 






 表－5で示した No.1～3の 3つの地域残留モデルは、それぞれ自由度調整済み決定係数















ル 1＝2.4％有意、モデル 2＝1.5％有意、モデル 3＝5.2％有意）を示しており、また生活





































                                                   
14 労働組合員数（単位労働組合）を産業別にみると、「製造業」が 260 万 8 千人(全体の
26.3％)と最も多く、次いで、「卸売業，小売業」が 141 万 3 千人(同 14.3％)、「運輸業，
郵便業」が 85 万 9 千人(同 8.7％)などとなっている。「平成 29 年労働組合基礎調査」 








デル 1とモデル 2で有意な正の相関（モデル 1＝8.4％有意、モデル 2＝9.4％有意）を、
また、人口 10万人当たりのコンビニエンスストア数については 3つのモデルとも有意な



























































































                                                   
15  東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、岐阜県、京都府、大阪府、兵庫県の９
都府県を除いた道県。 























 分析結果の検討については、モデル 5（2000年）とモデル 6（2016 年）の 2つのモデル













例えば、持ち家比率の場合、1998年から 2013年にかけて 47都道府県平均で 66.6から 67.2
に、標準偏差で 7.7から 7.3 に推移しており大きな変化は見られない。しかし、生活保護
被保護実世帯数は 2000年から 2015年にかけて 47都道府県平均で 14.61から 24.74に、


























                                                   
16 コンビニエンスストアは、過疎地の買い物困難者の支援をはじめ治安維持、防災、災害
時支援などの分野で地域社会との関わりを深めている。（㈱野村総合研究所（2014）） 































                                                   
17 Social Networking Service 人と人との社会的な繋がりを維持・促進する様々な機能を





















                                                   
19 モデル 7 の従属変数を引用した㈱マイナビの「2017 年卒マイナビ大学生Ｕターン・地元
就職に関する調査」のデータ。 



























































































































                                                   
20 他の利用者へのメッセージなどを「つぶやき」のような形式で 140 文字以内の短い文章
にして投稿するスタイルのブログサービス。（ 出典：IT 用語辞典 e-Words ）  




































                                                   
21  Project／Problem-based learning（プロジェクト型／課題解決型学習）の略称。 
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